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第15期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

直前３事業年度の財産及び損益の状況
主 要 な 事 業 内 容
主 要 な 営 業 所 及 び 工 場
使 用 人 の 状 況
主 要 な 借 入 先 の 状 況
その他企業集団の現況に関する重要な事項
株 式 の 状 況
新 株 予 約 権 等 の 状 況
社 外 役 員 に 関 す る 事 項
会 計 監 査 人 の 状 況
業務の適正を確保するための体制
会 社 の 支 配 に 関 す る 基 本 方 針
連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

株式会社アドウェイズ

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ

トに掲載することにより、ご提供しているものであります。

当社ウェブサイト　http://www.adways.net/

表紙
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事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 12 期

(平成24年３月期)
第 13 期

(平成25年３月期)
第 14 期

(平成26年３月期)

第 15 期
(当連結会計年度)

(平成27年３月期)

売 上 高（千円） 17,972,491 22,639,549 31,521,529 35,890,983

経 常 利 益（千円） 1,334,462 429,591 840,911 1,197,126

当 期 純 利 益（千円） 785,011 304,061 551,678 686,504

１株当たり当期純利益（円） 20円45銭 ８円01銭 14円45銭 16円81銭

総 資 産（千円） 7,544,229 9,024,689 17,748,617 19,915,828

純 資 産（千円） 4,923,813 4,843,965 11,808,334 13,200,014

１株当たり純資産額（円） 123円14銭 133円87銭 287円66銭 313円07銭

（注）１.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
２.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当

たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
３.１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額については、平成25年10月１日付で当社

普通株式１株につき500株の割合をもって株式分割を行ったことをふまえ、平成24年３
月期の期首に同株式分割が行われたものと仮定し当該数値を算出しております。

(2) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

当社の主たる事業は、広告事業と、アプリ・メディア事業及び海外事業の

３つの事業単位を主に基礎としており、各事業が提供するサービスについて、

国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

「広告事業」は、スマートフォンやその他の携帯電話、ＰＣ向けのアフィ

リエイト広告サービスを中心としたインターネット広告を総合的に提供して

おり、「アプリ・メディア事業」は、スマートフォンアプリやWebメディアの

企画・開発・運営事業等、「海外事業」は、海外における広告事業等を展開

しております。

(3) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

当 社 東 京 都 新 宿 区

－ 1 －
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②　主要な子会社の事業所

名 称 所 在 地

愛 徳 威 広 告 （ 上 海 ） 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 上 海 市

愛 徳 威 軟 件 開 発 （ 上 海 ） 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 上 海 市

J S  A D W A Y S  M E D I E  I N C . 中 華 民 国 （ 台 湾 ） 台 北 市

A D W A Y S  K O R E A ,  I N C . 大 韓 民 国 ソ ウ ル 市

(4) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①  企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

広 告 事 業 227（９）名 31名増

ア プ リ ・ メ デ ィ ア 事 業 110（―）名 57名減

海 外 事 業 243（９）名 28名増

本 社 部 門 （ 共 通 ） 150（１）名 14名増

そ の 他 56（52）名 ９名増

合 計 786（71）名 25名増

（注）１.使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト・人材派遣会社からの派遣社員

を含みます）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２.使用人数は、当社グループから当社グループ外への出向者は除き、当社グループ外から

当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。

３.本社部門（共通）として、記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理

部門及びシステム部門に所属しているものであります。

４.子会社である株式会社ラビオンソーシャルの事業内容の変更及び子会社である株式会

社サムライ・アドウェイズの広告主数の減少等に伴い、アプリ・メディア事業の使用人

数が減少しております。また、広告事業及び海外事業への増強のため同事業の使用人数

が増加しております。

②  当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

421（14）名 41名増 30歳７ヶ月 ２年11ヶ月

（注）１.使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト・人材派遣会社からの派遣社員

を含みます）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２.使用人数は、当社から他社への出向者は除き、他社から当社への出向者を含む就業人員

数であります。

３.使用人数増加の理由は、広告事業への増強に伴う社員の増加によるものです。

(5) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

該当事項はありません。

－ 2 －
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(6) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、平成26年５月７日付をもって、本社を東京都新宿区八丁目17番１

　号に移転いたしました。

２．会社の状況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 153,150,000株

②　発行済株式の総数 41,568,500株

（注）ストック・オプションの行使により、発行済株式の総数は846,000株増加しておりま

す。

③　株主数 36,923名

④　大株主（上位10名）

株　主　名 持 株 数 持 株 比 率

岡村　陽久 8,149,300株 19.60％

伊藤忠商事株式会社 5,980,700株 14.38％

ＵＢＳ ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ Ａ／Ｃ ＩＰＢ ＳＥＧＲＥＧＡＴ
ＥＤ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ

1,220,761株 2.93％

松井証券株式会社 372,300株 0.89％

株式会社ＳＢＩ証券 219,900株 0.52％

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 175,730株 0.42％

岡三証券株式会社 154,600株 0.37％

杉原　克己 150,000株 0.36％

立花証券株式会社 138,700株 0.33％

みずほ証券株式会社 95,600株 0.22％

（注）自己株式は保有しておりません。

－ 3 －
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(2) 新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成27年３月31日現在）

平成25年１月31日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

78個（新株予約権１個につき500株）

・新株予約権の目的である株式数

39,000株

・新株予約権の払込金額

新株予約権と引き換えに金銭の払い込みを要しない。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　98,000円　（１株当たり　196円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本金及び資本準備

金に関する事項

ａ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未

満の端数は切り上げる。

ｂ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

資本準備金の額は、上記ａ記載の資本金等増加限度額から上記ａ

に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

・新株予約権を行使することができる期間

平成27年２月19日から平成35年１月31日まで

・新株予約権の行使の条件

ａ．新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は

当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位を

有することを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の

権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合は、こ

の限りではない。

ｂ．新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新

株予約権の行使は認めない。ただし、取締役会が特に認めた場合

は、この限りではない。

ｃ．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点

における授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予

約権の行使を行うことはできない。

ｄ．新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することがで

きる。ただし、１個未満の行使はできないものとする。

－ 4 －
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ｅ．新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、

監査役又は従業員のいずれの地位も有しなくなった場合、当社は、

取締役会で当該新株予約権の権利行使を認めることがない旨の決

議をすることができる。この場合においては、当該新株予約権は

会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取締役
（社外取締役は除く）

78個 39,000株 １人

社外取締役 － － －

監査役 － － －

（注）平成25年10月１日付で行った１株を500株とする株式分割により、「新株予約権の目的であ
る株式数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されておりま
す。

(3) 会社役員の状況

社外役員に関する事項

イ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会
（全13回開催）

監査役会
（全11回開催）

就任期間中の
開催回数

出席回数 出席率
就任期間中の
開催回数

出席回数 出席率

取締役 三 木 雄 信 13回 12回 92％ － － －

監査役 横 山 寛 美 13回 13回 100％ 13回 13回 100％

監査役 鵜 川 正 樹 13回 13回 100％ 13回 13回 100％

（注）上記の取締役会のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会があ

ったものとみなす書面決議が17回ありました。

・取締役会等における発言状況

取締役会においては、取締役三木雄信氏はその経歴を通じて培われ

た経営戦略等多角的な視点から、取締役会の意思決定の適正を確保す

るための意見・助言を適宜行っております。また、常勤監査役横山寛

美氏はエコノミストとしての見識から経営の健全性を踏まえた意見等

を、監査役鵜川正樹氏は官公庁並びに金融機関での実務経験、公認会

計士としての見識から財務の健全性のチェック等を適宜必要に応じて

行っております。

監査役会においては、監査役会で定めた役割に則して、常勤監査役

横山寛美氏は経営全般にわたり、監査役鵜川正樹氏は財務・経理面を

中心にそれぞれ、取締役の職務執行に係る事項等について幅広く発言

しております。

－ 5 －
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ロ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社が社外取締役又は

社外監査役に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額のうち最も

高い額の２倍の額としております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

30,500千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく財務諸表監査及び内部統制監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に
も区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と

することといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施

行された事に伴い、会計監査人の再任又は不再任に関する議案の決定機関を、取締
役会から監査役会に変更しております。なお、上記には、事業年度中における方針
を記載しております。

④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社が会計監査人に支払う

べき金銭その他の財産上の利益の合計額のうち最も高い額の２倍の額とし

ております。

－ 6 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下の通りであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制（会社法第362条第４項第６号）

イ．当社は、良き企業市民及び社会に有益な企業となるべく「経営理念」

「企業行動憲章」「行動指針」を掲げることにより、コンプライア

ンスを経営の根幹とし法令遵守及び社会理念の遵守を常に意識する。

ロ．当社は代表取締役が委員長を務めるリスクマネジメント委員会を設

置し、率先垂範して法令・諸規則の遵守と啓発・教育等の促進を行

い、全役社員に周知徹底を図ることとする。また、コンプライアン

ス室を設置し、コンプライアンス規程に基づいてこれらを具体的に

推進・実践していくための実務を行うとともに、内部統制ユニット

において内部統制システムの継続的推進・整備等、運用全般を行う

ものとする。

ハ．取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程に従い、経

営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督

する。また、社外取締役を１名以上、継続的に選任することにより、

客観的視点での経営アドバイスとチェックを受けるとともに、取締

役会の取締役に対する職務執行の監督機能の維持・向上に努める。

ニ．取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役

会決議及び職務権限規程その他の社内規程に従い、当社の職務を執

行するとともに、その状況を取締役会に報告する。

ホ．取締役会は、経営会議を設置し、取締役会で決議された最高方針に

基づく経営の基本計画及び、業務執行に関する重要案件等を検討し

実行する。また、あらかじめ経営会議で審議・決議された議案のう

ち取締役会規程で定める事項については議長である代表取締役が取

締役会に付議する。

ヘ．代表取締役は、計算書類を監査役会及び会計監査人に提出して監査

を受ける。また、必要の都度、取締役会において業務執行の状況を

取締役会に報告するとともに、重大な不正事案等が発生した場合に

は直ちに取締役会及び監査役会に報告し、速やかに対処するものと

する。
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ト．当社は株主総会において社外取締役を選任し、客観的視点での経営

アドバイスとチェックを受ける。

チ．取締役会の意思決定と監督機能の強化を図るため執行役員制度を採

用し、重要な使用人として取締役会の決議をもってこれを任命し、

執行役員は取締役会の決定に従い、定められた範囲内で職務の執行

にあたるとともに、必要に応じてその状況を取締役会に報告する。

リ．当社は監査役による監査の実効性を確保するため、取締役から独立

した社外監査役を株主総会において選任するとともに、監査役の監

査環境の整備を図る。

ヌ．監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、コンプライアン

ス室及び会計監査人と連携し、また、リスクマネジメント委員会に

おける報告事項等を参考に、監査役会規程に則り、取締役の職務執

行の適正性について監査を実施する。

ル．当社は、内部通報制度等により得た社内のコンプライアンス上の重

大な問題に対して、取締役会、リスクマネジメント委員会等におい

て関係規程等に基づき緊急かつ厳正に対処するとともに、通報の対

象者が取締役である場合においては、監査役会も併せて関与するこ

とにより同様に緊急かつ厳正に対処するものとする。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施

行規則第100条第１項第１号）

イ．取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、

同関連資料、取締役が主催するその他重要な会議の議事の経過の記

録、取締役を決定者とする決定書類、計算書類、その他職務執行に

係る重要な情報が記載された文書（電磁的記録を含む。以下同じ）

を、関連資料とともに、文書管理規程その他の社内規程の定めると

ころに従い、重要度に応じて保管期間等に留意し、適切に保存し、

管理する。

ロ．前号のほか、コーポレートリレーショングループにおいて、情報管

理規程、個人情報保護規程、ソフトウェア管理規程、インサイダー

取引防止規程等に基づき、必要に応じて運用状況の検証、各規程等

の見直し等、改善を図り、その改正に際しては事前に、リスクマネ

ジメント委員会又はコンプライアンス室に相談、報告、付議等を行

い、確認又は了承を得るものとする。
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ハ．前各号に関して必要時に応じてリスクマネジメント委員会を開催し、

付議事項等に関して厳格に調査・確認し、問題がある場合は速やか

に是正措置及び処分案を決議して対処するとともに、状況に応じて

取締役会に付議して処分等を決議し、関係機関はそれを実行するも

のとする。

ニ．前各号の効率化のため、業務システムの合理化やＩＴ化を推進する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第

１項第２号）

イ．当社は、損失の危機管理対策として、代表取締役を委員長とするリ

スクマネジメント委員会を設置し、企業防衛全体の仕組みを構築し、

リスクマネジメント規程に定めたあらゆるリスクに関して日々、定

期的にチェックを行うとともに、万全の体制を整え、厳格に運営・

管理する。

ロ．前号に基づき、リスクマネジメント委員会は必要に応じて取締役会

及び監査役会に報告しなければならない。

ハ．当該基本方針及び、関連規程に基づき報告を受けた取締役会又はリ

スクマネジメント委員会は、速やかに対応策、改善策、損失を最小

限とする対策及び再発防止策等を講じるものとする。

ニ．上記、イ及びロに基づき、コーポレートリレーショングループはコ

ンプライアンス室と連携し、情報管理規程、個人情報保護規程、ソ

フトウェア管理規程をはじめ、各種社内規程に基づき、各部署にお

ける日常的なリスク管理を厳格に行わなければならない。

ホ．コンプライアンス室は、監査役の協力を得て各部署のリスク管理の

状況を監査し、法令違反等の問題点を発見したときは、直ちにリス

クマネジメント委員会に報告して対処し、状況に応じて取締役会、

監査役会において速やかに対処する。

ヘ．経営に重大な影響を及ぼす事態・状況又はその虞のある事態・状況

を発見した者は、内部通報規程に基づき、直ちに定められた手順に

より報告する義務を持つ。これを受けて、取締役会、監査役会、リ

スクマネジメント委員会、コンプライアンス室等は所定の手続によ

り速やかに対応しなければならない。
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ト．適宜開示を果たすため、コーポレートリレーショングループは、代

表取締役に対し直ちに報告すべき重要情報の基準や、報告された情

報が開示すべきものかどうかの判断基準となる開示基準等、必要な

規程や体制を整備する。また、必要に応じて事前等にリスクマネジ

メント委員会に相談するものとする。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会

社法施行規則第100条第１項第３号）

イ．取締役会は、毎月１回定時開催されるほか、必要に応じて適宜開催

され、迅速かつ適法な決議が可能な体制を執る。

ロ．取締役会における重要な決議及び報告は、取締役会規程に基づいて

実施される。

ハ．経営会議は、定期的に開催し取締役会に付議する事項等の検討等を

行い、また、取締役会の決議を受けて具体的で詳細な対応を検討し

具現する等、機動的で迅速な対応を執るものとする。

ニ．取締役会は、取締役会規程、職務権限規程等に基づいて、取締役の

決裁権限と責任を明確にし、これらに基づき、取締役は職務の執行

を行うとともに、各担当部門が実施すべき具体的な施策及び職務権

限の分配を含めた効率的な業務の執行体制を決定し、又は改善する。

ホ．取締役は、取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この

浸透を図り、目標達成のための効率的な計画の実施を指揮する。

ヘ．取締役は、執行役員規程に基づき、執行役員に職務の執行を行わせ、

執行状況を管理・監督する。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制（会社法施行規則第100条第１項第４号）

イ．コンプライアンス室はコンプライアンス規程に基づき、使用人に対

してコンプライアンスに関する定期的な研修を実施し、コンプライ

アンス遵守の精神を醸成するとともに、関連法規の改正や社内外に

おける事故・不祥事の発生など学習すべきケースについても、速や

かに必要事項を周知徹底する。

ロ．使用人は、内部通報規程により、経営に重大な影響を及ぼす事態・

状況又はその恐れのある事態・状況を発見したときは、直ちに定め

られた手順により報告する義務を持ち、これを受けて、取締役会、

監査役会、リスクマネジメント委員会、コンプライアンス室等は所

定の手続により速やかに対応しなければならない。
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ハ．コンプライアンス室は、監査役及び会計監査人との連携・協力を得

て、各部門の業務プロセス監査を充実させ、厳格な監査と、問題あ

る場合はその改善に努めなければならない。

⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５号）

イ．リスクマネジメント委員会はコンプライアンス室等の関係者から適

宜報告を受けて問題が発生していないことを確認し、また、対策の

必要がある場合は速やかに対処するものとする。

ロ．当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の経営を指導・監督し、

損失の発生の危険を把握し、未然の対処に努めるとともに、子会社

の業務の適正を確保するため、子会社の内部統制システム構築に努

め、必要な指導・支援を実施する。

ハ．当社取締役会及び子会社の代表取締役は、各社におけるコンプライ

アンス及びリスク管理について権限と責任を有するものとし、コン

プライアンス及びリスク管理状況について、随時、当社の取締役会、

監査役会に報告するものとする。

ニ．定期的又は状況に応じて、取締役、監査役、コンプライアンス室及

びコーポレートリレーショングループは子会社の視察、指導、監査

等を実施する。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第１号）

監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、代表取締

役はその人数、要件、期間等を勘案し、コンプライアンス室の室員にそ

の任をあてるものとする。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項（会社法施行規則第100

条第３項第２号）

イ．前号において選任された使用人は、監査役の指揮・監督のもと、監

査役の監査業務を補佐する。

ロ．選任された当該使用人の人事異動、人事評価、懲戒等については監

査役の事前同意を得るものとする。
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⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制（会社法施行規則第100条第３項第３号）

イ．監査役は取締役会に出席するとともに、経営会議等の重要な会議に

出席できるほか、業務執行に係る文書類を閲覧し、取締役又は使用

人に説明を求めることができる。また、経営会議において取締役会

に先立って審議等を行う内容について、必要に応じて事前に監査役

会に相談することができる。

ロ．取締役及び使用人は、会社の業務に違法又は著しく不当な事実を認

めたときや会社に著しい損害又は重大な事故等を招く恐れがある事

実を認めたときは、監査役に対して、当該事実に関する事項を速や

かに報告する。

ハ．内部通報制度において、取締役自身に関する告発があった場合は、

窓口であるコンプライアンス室長は常勤監査役に報告し、以後、監

査役会が状況に応じてリスクマネジメント委員会と連携して調査、

審議等を行い、その処分案を含めて取締役会に報告、付議して、解

決を図るものとする。

ニ．財務・経理部門を担当するコーポレートリレーショングループと会

計監査人が行う会議には、原則として毎回同席して、その内容を確

認する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会

社法施行規則第100条第３項第４号）

イ．監査役の半数以上は独立社外監査役とし、対外的透明性を担保する。

ロ．監査役は代表取締役と定期的な意見交換を行う。

ハ．監査役はコンプライアンス室との緊密な連携を保ち、内部監査の実

施状況について適宜報告を受けるとともに、会計監査人を含めた「三

様監査の連携強化」を推進するものとする。

ニ．監査役は独自に意見形成するため、また監査の実施に当たり、必要

と認めるときは、弁護士、公認会計士その他専門家を活用すること

ができる。

ホ．取締役及び使用人は監査役の監査に対する理解を深め、監査役監査

の環境を整備するよう努める。

へ．リスクマネジメント委員会にはその委員として出席し、問題の調査、

解決に協力・支援する。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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　　連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 22社

・主要な連結子会社の名称 愛徳威軟件開発（上海）有限公司

愛徳威広告（上海）有限公司

株式会社おくりバント

愛徳威信息科技（上海）有限公司

上海友付網絡科技有限公司

ADWAYS ASIA HOLDINGS LIMITED

株式会社ラビオンソーシャル

ADWAYS TECHNOLOGY LIMITED

株式会社サムライ・アドウェイズ

株式会社アドウェイズ・ラボット（現ラボット株式会

社)

JS ADWAYS MEDIA INC.

株式会社muamua games（現株式会社パシオリユース）

株式会社Adways Frontier

ADWAYS INTERACTIVE, INC.

ADWAYS KOREA, INC.

株式会社七転八起（旧株式会社アドウェイズ・スタジ

オ）

株式会社サムライベイビー

亜堂科技（上海）有限公司

Bulbit株式会社

コパン株式会社

株式会社トロピックスメディア

株式会社アドウェイズ・サポート

当連結会計年度において、新規設立に伴い、株式会社

アドウェイズ・サポートを追加しております。また、

株式会社トロピックスメディアの株式を新たに取得し

たため連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の数 8社

・主要な非連結子会社の名称 株式会社アドウェイズ･ベンチャーズ

ADWAYS PHILIPPINES INC.

PT. ADWAYS INDONESIA

ADWAYS TECHNOLOGY VIETNAM JSC

ADWAYS INNOVATIONS SINGAPORE PTE. LTD.

ADWAYS LABS(THAILAND) CO., LTD.

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除いております。
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（2）持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用会社の名称 ライヴエイド株式会社

② 持分法を適用していない非連結子会社の状況

・持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社の数

8社

・主要な会社等の名称 株式会社アドウェイズ･ベンチャーズ

ADWAYS PHILIPPINES INC.

PT. ADWAYS INDONESIA

ADWAYS TECHNOLOGY VIETNAM JSC

ADWAYS INNOVATIONS SINGAPORE PTE. LTD.

ADWAYS LABS(THAILAND) CO., LTD.

・持分法を適用しない理由 当期純損益及び利益剰余金 (持分に見合う額) 等から

みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、愛徳威軟件開発（上海）有限公司、愛徳威広告（上海）有限公司、

愛徳威信息科技（上海）有限公司、上海友付網絡科技有限公司、ADWAYS ASIA HOLDINGS 

LIMITED、ADWAYS TECHNOLOGY LIMITED、JS ADWAYS MEDIA INC.、ADWAYS INTERACTIVE, 

INC.、ADWAYS KOREA, INC.及び亜堂科技（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たって、愛徳威軟件開発（上海）有限公司、愛徳威広告（上海）

有限公司、愛徳威信息科技（上海）有限公司、上海友付網絡科技有限公司、ADWAYS ASIA 

HOLDINGS LIMITED、ADWAYS TECHNOLOGY LIMITED、JS ADWAYS MEDIA INC.、ADWAYS 

INTERACTIVE, INC.、ADWAYS KOREA, INC.及び亜堂科技（上海）有限公司については、同決

算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（4）会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

（子会社出資金及び関連会社出

資金を含む）

その他有価証券

・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)によっております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

当社が出資する投資事業組合等に対する出資持分の損

益のうち当社に帰属する持分相当額については、純額

で取り込み、営業外損益に計上するとともに「投資有

価証券」を加減する処理を行っております。
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ロ．たな卸資産

・商品及び製品 主として、先入先出法による原価法(連結貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用

しております。

・仕掛品
個別法による原価法(連結貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しておりま

す。

・原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法(連結貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しており

ます。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は定額法を採用しております。

主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　２～15年

工具、器具及び備品　　　３～10年

また、平成19年３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間（２～

５年）に基づいております。

③ 繰延資産の処理方法 創立費、株式交付費

支出時に全額費用としております。

④ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

⑤ のれんの償却に関する事項 のれんの償却については、５年間の定額法により償却

を行っております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

（5）追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げが行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の

35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては33.1％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異

については、32.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は653

千円減少し、法人税等調整額が14,503千円、その他有価証券評価差額金が13,858千円、それ

ぞれ増加しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

　該当事項はありません。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 40,722,500株 846,000株 －株 41,568,500株

（注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による増加846,000株であります。

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

（3）剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払総額

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成27年6月25日

定時株主総会
普通株式 139,670千円 利益剰余金 3.36円 平成27年3月31日 平成27年6月26日

（4）当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類

及び数

普通株式　4,684,300株

４．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループでは、流動性を確保しながら、資金の内、運転資金を除く余剰資金に対し

て、事業会社本来の目的を逸脱しない範囲に限定し、原則として預貯金のみの運用に限定

し、投機的な取引は行わない方針であります。

その他の金融商品取引（信用取引、債券先物取引及び商品先物取引等）については、原則

行わない方針ではありますが、今後の海外事業の拡大により、先物為替予約等をヘッジ目的

で利用する可能性があります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。当該リスクに関して

は、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、業務上関係を有する企業の株式であります。主として非上場株式である

ため、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、定期的に発行企業の

財務状況等を把握することで減損懸念の早期把握や軽減を図っております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

の通りであります。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 11,668,867 11,668,867 －

(2)受取手形及び売掛金 5,701,903

貸倒引当金 △141,932

   受取手形及び売掛金
（純額）

5,559,971 5,559,971 －

(3)投資有価証券
　 　その他有価証券 376,947 376,947 －

資産計 17,605,785 17,605,785 －

　 支払手形及び買掛金 4,938,658 4,938,658 －

負債計 4,938,658 4,938,658 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

(3)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
  支払手形及び買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の通りであり、「（2）金
融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。
・子会社株式及び関連会社株式84,621千円、子会社出資金170,564千円及び非上場株式
327,677千円については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ていることから、時価開示の対象としておりません。
・投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額424,536千円）については、組合財産が非上
場株式など時価を把握することが極めて困難と認められているもので構成されているこ
とから、時価開示の対象としておりません。

５．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。

６．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 313円07銭

（2）１株当たり当期純利益 16円81銭
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７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

８．その他の注記

（1）投資有価証券

投資有価証券及び関係会社出資金のうち非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

通りであります。

投資有価証券（株式） 84,621千円

出資金 170,564

（2）資産除去債務

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

① 当該資産除去債務の概要

建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から１年～10年と見積り、割引率は0.099％～1.349％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。

③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 27,797千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 88,650

時の経過による調整額 473

資産除去債務の履行による減少額 △23,500

為替換算差額 316

期末残高 93,738
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

（子会社出資金及び関連会社出資

金を含む）

その他有価証券

時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)によっております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

当社が出資する投資事業組合等に対する出資持分の損

益のうち当社に帰属する持分相当額については、純額

で取り込み、営業外損益に計上するとともに「投資有

価証券」を加減する処理を行っております。

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しておりま

す。

（2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　      　２～15年

工具、器具及び備品　　３～10年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間（３～

５年）に基づいております。

（3）繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用として処理しております。

（4）引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額は148,086千円であります。

（2）関係会社に対する金銭債権及び債務は次の通りです。

①　短期金銭債権 650,041千円

②　長期金銭債権 63,148千円

③　短期金銭債務 53,383千円

３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　売上高 477,083千円

②　営業費用 636,877千円

③　営業取引以外の取引高 10,961千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産
　未払事業税 10,533千円
　未払賃借料 7,814千円
　減価償却超過額 126,632千円
　貸倒引当金 13,592千円
　投資有価証券評価損 48,186千円
　関係会社株式評価損 48,562千円
　資産除去債務 29,319千円
　その他 2,708千円

　繰延税金資産小計 287,350千円
　評価性引当額 △109,591千円

繰延税金資産合計 177,759千円
　繰延税金負債
　資産除去債務に対応する除去費用 △22,935千円
その他有価証券評価差額金 △135,812千円

繰延税金負債合計 △158,748千円

繰延税金資産の純額 19,010千円
※（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１

日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の

35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等につい

ては33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等

については32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は653
千円減少し、法人税等調整額が14,503千円、その他有価証券評価差額金が13,858千円、そ
れぞれ増加しております。
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６．関連当事者との取引に関する注記
　関連会社等

種 類
会社等の名

称

議決権等の所

有（被所有）割

合

関連当事者

と の 関 係
取 引 内 容

取引金額

( 千 円 )
科 目

期末残高

（千円）

子 会 社

ADWAYS 

TECHNOLOGY

LIMITED

（所有）

直接 100.00％
資金の援助

資金の貸付

（注）
600,000

そ の 他

（流動資産）
480,905

利息の受取

（注）
6,417

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）ADWAYS TECHNOLOGY LIMITEDに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定

しております。

７．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 280円15銭

（2）１株当たり当期純利益 8円64銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．その他の注記

資産除去債務

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

① 当該資産除去債務の概要

建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から１年～10年と見積り、割引率は0.099％～1.349％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。

③ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 25,036千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 88,650

時の経過による調整額 473

資産除去債務の履行による減少額 △23,500

期末残高 90,660
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